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１．生活保護行政における「扶

養照会」はやめるべき 

 

「扶養照会」とは生活保護の

申請者や受給者の三親等内の

親族に対して、金銭的または

精神的援助が可能かどうかを

問い合わせる行為であるが、

親族に生活保護を申請したこ

とを知られたくない生活困窮

者が、申請をためらう原因の

一つとなっている。今年１月

の参院予算委員会で「扶養照

会」をめぐり、厚生労働大臣

は「（法的な）義務ではない」

と答弁し、３月末に厚労省は

生活保護の実務にかかわる

「問答集」を一部改正した。

これに対して「制度の実務運

用を大きく改善しうるもの」

として期待の声も上がってい

る。コロナ禍で雇用と生活の

不安が拡大する中、最後の 

（１）本市の扶養照会の実施

状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①生活保護法第４条２項では、「民法に定める扶養義務者の扶養は保護に優先して行

われる」となっているが、これは扶養できる親族がいても、扶養の履行は保護開始

の要件ではないと解釈してよいか伺う。 

 

②生活保護の相談から申請、保護開始の流れの中で、扶養照会はどのように行うの

か伺う。 

 

③直近数年の生活扶助の保護世帯数は約４００世帯から４５０世帯で、生活扶助費

は約３億円弱である。今年５月に親族から金銭的援助をうけた世帯は７世帯、援助

の実績額は合計６８，６８０円、一年間継続されて８２万４１６０円となる。この

金額は収入認定され保護世帯の生活扶助費から減額されるが、扶養照会に費やされ

る経費や労力による効果としてはあまりにも小さい。どのように認識しているか伺

う。 

 

④直近数年の生活保護の申請件数と保護開始数に大きな開きはないが、相談から申

請に至る件数は相談件数の３割から７割となっている。親族への扶養照会が申請を

ためらう原因の一つとなっていることが、申請件数にも反映していると考えるが認

識を伺う。 
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セーフティーネットである生

活保護の障壁となっている

「扶養照会」はやめるべきと

考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）同意のない扶養照会は

やめるべき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①１月の厚生労働大臣の「扶養照会は義務ではない」という国会答弁以後、扶養照

会の問題点を様々な団体・個人が表明し、改善を求めている。厚労省は２月２６日

事務連絡を発出したが、これをさらに発展させた形で３月３０日に「生活保護問答

集について」の一部改正を発出した。これには扶養照会は「『扶養義務の履行が期待

できる』と判断される者に対して行うもの」と明記され、また「要保護者が扶養照

会を拒んでいる場合等においては、その理由について特に丁寧に聞き取りを行う」

ことを改めて関係機関に求めている。扶養照会に対する厚労省の一連の対応につい

てどのように受け止められたか伺う。 

 

②一部改正された「生活保護問答集について」の運用は４月１日から適用されたが、

扶養照会の実際の手続きにおいて、新たな内容をどのように具体化されたか伺う。 

 

③特に今回の改正で画期的な点は、扶養照会について本人の意思を尊重するという

姿勢を示したことであるが、扶養照会の実施については、少なくとも本人の同意を

条件とすべきと考えるが見解を伺う。 

 

④現在、「日本における生活保護補足率は先進諸国と比較しても著しく低い」と言わ

れ、保護を必要とする多くの人々に保護の手が届いていない状況にあると考える。

その一因として申請時における扶養照会があるのであれば、本来、憲法に定められ

た生存権を保障するための制度の中に、それを阻害する仕組みがつくられているこ

とになる。同時に扶養照会は実効性においても期待できず、実務を担う行政として

は国に撤廃を求めていくべきではないか。 
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２．在宅介護を支える紙おむ

つ等支給事業を復活し、抜本

的拡充を 

 

高齢で介護が必要になって

も自宅で過ごしたい、また高

齢の家族を自宅で介護した

い、このような思いを尊重し

支える仕組みを充実させるこ

とが本来の「地域包括ケア」

の「深化」であると考える。

瀬戸市は今年度、「家族介護用

品支給事業」を廃止したが、

この事業が在宅介護を支える

基本的な事業であることは、

近隣自治体の動向を見れば明

らかであり、高齢化の進む本

市こそその役割の重要性を認

識すべきと考える。本事業の

復活及び抜本的拡充を求めて

質問する。  

 

 

 

 

 

 

 

（１）本市の高齢者在宅介護

の実態について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）瀬戸市の「家族介護用

品支給事業」の実態と廃止に

ついて 

 

 

 

 

 

 

①瀬戸市高齢者総合計画において「在宅介護」はどのように位置づけられているか

伺う。 

 

②高齢化率が３０％に迫る状況であるが、瀬戸市において、要介護状態の高齢者の

うち、在宅で介護サービスを受けながら、継続して日常生活を営んでいる高齢者は

どれほどか、またその中で排尿、排便に介助または見守りが必要な高齢者の数や家

族形態などについて把握しているか伺う。 

 

③一般的に紙おむつなどの支給事業は介護保険以前から行われており、低所得者向

けの、市町村の家族介護支援事業として位置づけられてきた。介護保険後も事業は

継続され、２００６年に任意事業となった。在宅の要介護者にとって、市町村のお

むつ支給事業は在宅介護を支える大切な仕組みとして機能してきていると考える

が、見解を伺う。 

 

①「家族介護用品支給事業」の対象者は、要介護３以上の要援護者を「自宅で現に

介護している家族」であること、本人及び世帯全員が市民税非課税で、その他一定

の条件を満たす場合となっていた。年間１万円の支給券の使用可能期間は１１月 1

日から翌年１月３１日までとなっていたが、この事業の目的と制度設計の経緯につ

いて伺う。 

 

②本事業は毎年約１８０名～２００名の方が利用し、費用は約１７０万円～２００

万円となっていたが、この実績をどのように評価するか伺う。 
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（３）事業の復活と拡充を求

める 

 

③厚労省は２０１５年第６期のころから介護用品支給事業の見直しに言及し、２０

１８年第７期実施継続の条件として、「任意事業としての事業の廃止・縮小に向けた

具体的な方策を検討する」こととしたが、第８期を検討する中で本事業の廃止を選

択した理由を伺う。 

 

①厚労省は昨年９月、介護用品支給事業を２０２１年度から任意事業としない旨の

事務連絡を発出したが、１１月９日に改めて、２０２４年３月末まで任意事業を延

長することを事務連絡した。コロナ禍での在宅介護支援の重要性に向き合った政策

転換と考えるが、認識を伺う。 

 

②在宅介護の重要な支援として実施されてきた介護用品支給事業については、地域

包括ケア充実の観点及び、コロナ禍で家族介護の困難が増している状況を踏まえ、

事業を継続すべきと考えるが見解を伺う。 

 

③１１月の事務連絡で厚労省は、２０２４年３月末までの延長を認める条件として、

利用者は本人非課税・世帯員課税など「限定」し、年間６万円を上限とし利用でき

るとしている。瀬戸市はそもそも本人も世帯員も非課税、年間１万円が上限である

ため、今回の事務連絡の内容で実施すれば瀬戸市民にとっては「拡充」となる。せ

めて近隣市町並みの地域包括ケアを実施するために、対象を本人とすることも含め

て国の条件での実施、及び２０２５年度からは一般会計での実施とすべきと考える

が見解を伺う。 

 

 

 


